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国による子どもの医療費無料化制度の創設及び

国庫負担金減額調整措置の廃止を求める意見書

子どもの医療費の無料化は、子育て中の親にとっては切実な要求であり、長

年その実現に向けた運動が取り組まれてきた。

子育てにかかる経済的な負担の重さが、少子化の大きな要因の一つと言われ

ている。こうしたことから、若い世代が経済的な心配をせずに子どもを産み、

子育てできる環境づくりは、少子化を克服する上で欠かせないものとなってい

る。

全ての子どもが医療費の心配することなく医療機関を受診できる体制の整備

は、子どもの健やかな成長を保障するものである。現在、ほとんどの自治体が

子どもの医療費無料化を含む助成を行っている。しかしながら、各自治体が行

う医療費の助成制度は、厳しい財政状況の中での事業であるため、対象年齢や

一部負担金の有無など、自治体によって大きな格差が生じている。居住地に関

係なく、安心して子どもを産み育てられる社会を実現するためにも、国の制度

として子どもの医療費無料化が強く求められている。

また、地方自治体が行っている子どもの医療費助成については、少子化対策

に関する重要な施策にもかかわらず、国民健康保険の国庫負担金や普通調整交

付金が減額調整されており、厳しい地方財政の中、施策推進の大きな支障とも

なっている。よって、国においては、以下の事項を実現されるよう強く要請す

る。

記

１．中学校卒業までをめざし、当面、就学前までの国の医療費無料化制度を早

期に創設すること。

２．子どもの医療費助成に係る国民健康保険の国庫負担金減額調整措置を廃止

すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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